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　近年、企業の不正・不祥事や環境問題、および、コーポレート・ガバナンスやコンプライアンスへ
の意識の高まりなどを背景に、CSR（企業の社会的責任）が重要となっている。そこで本稿では、特
に、CSRに関する公認会計士の具体的な役割は何かという点について、①保証業務、②コンサルティ
ング業務、③監査業務の3つの視点から検討していくこととする。
In late years importance of CSR (corporate social responsibility) increases because of injustice of a
company, an environmental problem, corporate governance and compliance. Therefore, this study examine
an accountants’ relationship to corporate social responsibility from a viewpoint of ①assurance service, ②
consulting service, and ③ auditing.
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１　本稿の目的と方向性
　近年、企業の社会的責任（以下、単に CSR
（Corporate Social Responsibility）と呼ぶ）の重要
性が叫ばれている。すなわち、企業の不正・不
祥事や環境問題、および、コーポレート・ガバ
ナンスやコンプライアンスへの意識の高まりな
どを背景に、企業の責任ある行動について様々
な議論がなされており、CSRとは何か、またど
のような制度設計が望ましいのか、といった点
が大きな問題となっている。
　また他方、昨今、同じように企業の不正・不
祥事や環境問題、および、コーポレート・ガバ
ナンスやコンプライアンスへの意識の高まりな
どを背景に、公認会計士の役割が大いに注目さ
れている。例えば、エンロン事件やカネボウ事
件などに代表されるような大型不正・不祥事等
に対して、公認会計士はどのように対処すべき
か、またコーポレート・ガバナンスのあり方に
公認会計士はどのように関わっていくべきかが
大きな問題となっている。
　そしてこのCSRの問題と公認会計士の問題に
ついては、その原因が同じ（企業不祥事やガバ
ナンス等）であるにもかかわらず、これまであ
まり同一に論じられることはなかった。すなわ
ち、この２つの問題は、実はその構造が極めて
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類似しており、両者の関係を探求していくこと
は、企業のガバナンスやコンプライアンスの問
題等に対して何らかの新たな知見をもたらすか
もしれず、この点、両者の関係を明らかにする
ことは極めて重要といえる。しかしながら、現
状では、両者の関係については、必ずしも明ら
かとされていないし、またそもそも、両者を関
連付けた議論自体、これまであまりなされてこ
なかったようにも思われるのである。
　そこで本稿は、この２つの問題の関係、特に、
CSRに関する公認会計士の具体的な役割は何か
という点（つまり、公認会計士は、CSRへの企
業の取り組みについて、何らかのかたちでそれ
を支援し得るか否か、また、もし支援し得ると
したら、一体どのような形態が考えられるか、と
いう点）について検討していくこととする。ヨ
リ具体的には、以下のように議論を進めていく
ことにする。
　まず第２節では、後の議論の前提として、そ
もそもCSRとは一体何か、また、CSRに対する
企業の取り組みの方向性としては、一体どうい
うものが考えられるのか検討する。すなわち、
CSR に関する公認会計士の役割を考えるに当
たっては、そもそもCSRへの企業の取り組みそ
れ自体に係る方向性を押さえておく必要があろ
う。そこでまず、この点についての概要を把握
することとする。そしてそれを承けるかたちで、
第 3節では、CSRに関する公認会計士の役割な
いし関与のあり方について、いくつかの具体的
方向性を提示することにする。また、それらの
具体的方向性については、第4節から第6節にお
いて詳細に検討を進めていく。そして最後に第7
節では、本稿から得られるインプリケーション
と今後の課題について示す。
２　CSR概念の整理と企業の取り組みの
方向性
２－１　CSRの定義
　経済産業省［2004］によれば（1）、CSRとは、「経
済・社会の重要な構成要素となった企業が、自
ら確立した経営理念に基づいて、企業を取り巻
くステークホルダーとの間の積極的な交流を通
じて事業の実施に努め、またその成果の拡大を
図ることにより、企業の持続的発展をより確か
なものとするとともに、社会の健全な発展に寄
与することを規定する概念」であり、また「同
時に、単なる理念にとどまらず、これを実現す
るための組織作りを含めた活動の実践、ステー
クホルダーとのコミュニケーション等の企業行
動を意味するもの」をいう（経済産業省［2004］
p. 29）。つまり、企業が各ステークホルダ （ー2）な
いし‘社会’と積極的に‘対話’していくこと
で、持続可能な企業価値向上を目指す活動が、
CSRの本質と言える（3）。
　なお、企業の社会的責任については、かつて
1970年代等に「社会的アカウンタビリティ論」
などとして議論されたことがあったが、このよ
うな従来の議論との違いは以下のようになる。
すなわち、従来の「社会的アカウンタビリティ
論」は、どちらかというと後ろ向きなもの（例
えば、公害問題に企業はどう対処すべきか等）で
あり、また必ずしも企業価値との関連性につい
ては議論されていなかった。それに対して、昨
今言われているCSRは、むしろ積極的・前向き
な発想（積極的に‘社会’と‘対話’をしてい
こうという発想）であり、かつ、そのような発
想ないし活動が企業価値を高める（よって企業
の持続的成長が図られる）という考え方に立脚
する点で、大きく異なっているといえる（4）。こ
の意味では、CSRは、社会に課せられた説明責
任をいわば「嫌々ながらに果たす」のではなく、
経営・情報研究No. 11（2007）
－ 97－
むしろ、積極的な対話や活動ないしディスク
ロージャーにより、社会とコミュニケーション
をとり、そしてそのことによりコーポレート・レ
ピュテーション（5）ないし企業価値を高めていく
一連の諸活動と位置付けることが出来よう。
　なお、実は、このような発想は、投資家サイド
における投資判断材料の変化にも大きく関連し
ている。すなわち、昨今SRI（Social Responsibility
Investment; 社会的責任投資）というものの重要
性が叫ばれている。ここでSRIとは、企業が社
会的責任を十分果たしているか否かを判断材料
として重視する投資活動をいう。つまり、単純
に株価上昇により利ざやを稼ぐことが出来るか
否かということだけでなく、投資対象企業が環
境に優しい事業展開を行っているか、またコン
プライアンスを重視した経営を行っているか等
を判断材料に入れたポートフォリオ構築を行う
投資活動が、現在重要視されているのである（梅
田［2006］第３章等参照）。これは、まさに企業
のCSRへの取組みが、投資家にとっての投資判
断において重要な１指標となっていることを物
語っている。そしてこのような視点から考える
と、やはりCSRにおいては、単なる「後ろ向き
な責任およびその履行」という発想ではなく、ま
さに「社会との積極的な対話」という発想が重
視されていると言えよう（6）。
２－２　企業の取り組み
　では、企業がCSRへの取り組みを通して企業
価値を高めていくためには、具体的にはどうす
ればよいのだろうか。このことを考えてみると、
実は、その具体的手段としては様々なものが考
えられる。経済産業省［2004］の言葉を借りる
ならば、まさに「CSRへの取り組みは、企業の
経営戦略そのもの」であるということになるの
かもしれない（7）。
　ただ、あえて具体的な経営戦略と関わらしめ
て考えるならば、例えば伊吹［2005］などでは、
「CSRの戦略マップ」や、サプライチェーン全体
を通じた CSR への取り組みが提唱されている
し、また、管理会計的視点から、BSC（バランス
トスコアカード）（8）との融合なども、CSRへの
取り組みとして極めて有効である点が指摘され
ている。
　このようにCSRへの取り組みとしては、企業
の経営戦略や管理会計的な側面（9） とも関連し
て、極めて多くの方向性が考えられるが、その
中でも、特に重要となるのは、CSRへの取り組
みを如何に積極的かつ戦略的に外部にアピール
していくか、という点であるように思われる。す
なわち、前述のように、CSRにおいて最も重要
なことは「社会との対話」であり、その意味で
は、双方向的な‘対話’を行っていくための前
提条件として、企業から各ステークホルダーな
いし社会全体に対して、自らのCSRへの取り組
みを積極的にアピールないし発信していくこと
がまずもって重要となろう。
　そして、その中でも最も重要な手段のひとつ
として考えられるのはレポーティングである。
すなわち、環境報告書などのように（10）、企業の
CSRへの取り組みを「CSR報告書」（11）というか
たちで取り纏め、それをディスクローズしてい
くという取組みが、そのひとつの手段として考
えられよう（倍［2005］等）。そして企業は、こ
のようなレポーティング（12）を、（ただ単に何の
ポリシーや考えもなしに漫然と開示するのでは
なく）経営戦略の一環として積極的かつタイム
リーに行っていくことが、企業価値を向上させ
ていくという意味においても極めて重要となる
ように思われる（13）。
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３　CSRに関する公認会計士の具体的な
役割
　次に本節では、CSRに関する公認会計士の役
割は何か（公認会計士は、CSRへの企業の取り
組みについて、何らかのかたちでそれを支援し
得るか否か、また、もし支援し得るとしたら、一
体どのような形態が考えられるか）、その具体的
方向性につき検討することにしたい。そして具
体的方向性としては、大きくは３つあるように
思われる。
　まず第１の方向性としては、企業の作成する
CSR報告書に関して、公認会計士が何らかの保
証を行うということが考えられる。すなわち、企
業価値向上との関係を考えると、企業は自らの
CSRへの取り組みをステークホルダーに適切に
開示し、その取り組みをアピールすることが必
要となるが、そのひとつの戦略としてCSR報告
書を作成、開示していくことが考えられる。し
かしながら、この報告書が社会的に信頼できな
いものであるとしたら、そもそもCSRをまっと
うできないばかりか、場合によっては逆に企業
価値を低めてしまう危険性もある。そこで、こ
の点について、第４節で検討する（なお、この
点については、企業の内部統制に対する保証（い
わゆる「内部統制監査」）も関係してくるかもし
れないが、本稿ではこれは考察の対象外とす
る）。
　また第２の方向性としては、CSRへの企業の
取り組みや戦略に関して、直接的・積極的に助
言を行っていくという、コンサルティング業務
としての関与が考えられる。そこでこのような
支援がなし得るか否か、第５節で検討する。特
に、この点については、監査人の独立性との関
係が大きな問題となろう。
　また第３の方向性としては、監査業務の精緻
化により、企業のガバナンス力を強化し、もっ
て企業価値を向上させる、というかたちでの関
与も考えられよう。すなわち、よりプリミティ
ブに、監査本来の機能により、企業のCSRへの
取り組みや企業価値向上を支援していこうとい
う考えである。そこでこの点について第６節で
検討する。
４　保証業務としてのCSR関与の可能性
　本節では、公認会計士のCSRへの役割の第１
の方向性として、企業の作成するCSR報告書に
対する保証業務について検討する。すなわち、近
年、公認会計士の業務として、保証業務が大き
く注目を浴びているが、この枠内でCSRに対す
る企業の取り組みを支援しようというのが、こ
こで検討する保証業務によるCSR関与の可能性
である。これは、公認会計士が、企業の環境報
告書に対して保証業務の枠内で対処しているこ
との延長線上でも考えることが出来よう。
　そこでまず、そもそも公認会計士がなす保証
業務とは何かについて、４－１で検討する。ま
た４－２では具体的に、公認会計士が行うCSR
報告書に係る保証業務について検討する。この
点については、2005年７月に日本公認会計士協
会により『経営研究調査会研究報告第 26号　
CSRマネジメント及び情報開示並びに保証業務
の基本的考え方について』（以下、単に、日本公
認会計士協会［2005b］と呼ぶ）が公表されてい
るが、この概要について検討を行う。また、４
－３では、そのような関与の仕方の妥当性につ
いて検討することとする。すなわち、保証業務
に対しては、品質（保証水準）との関係から否
定的な見解があるが、この点について、先行研
究におけるモデル分析を概観しながら分析して
いく。
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４－１　保証業務とは
　日本公認会計士協会［2005a］によれば、公認
会計士等が業務実施者として行う保証業務とは、
「主題に係る業務対象の作成者又は実施者が、一
定の規準によって主題を評価又は測定した結果
を表明する情報について、または主題それ自体
について、それらに対する保証報告書の利用者
の信頼の程度を高めるために、業務実施者が自
ら入手した証拠に基づき規準に照らして判断し
た結果を結論として報告する業務」をいう（14）（15）。
　また、日本公認会計士協会［2005a］によれば、
保証業務には大きく２つのタイプがある。第１
は、「主題情報に対する保証業務」である。これ
はまず、主題に責任を負う実施者がその主題に
対するレポーティングを行い、そしてそのレ
ポーティングを前提とした上で、当該レポー
ティングがある一定の規準へ準拠しているか否
かについて公認会計士が評価ないし測定する、
という業務である。つまり、ある主題を公認会
計士が直接評価するのではなく、①当該主題に
対してある者がいったん評価を行い（そしてそ
の結果を報告書として作成し）、その上で②その
報告書の規準準拠性を公認会計士が評価する、
という２段階構成となっている点にはくれぐれ
も留意されたい。また第２は、「直接報告による
保証業務」である。これは公認会計士が、主題
それ自体を直接的に評価・測定し、その結果を
結論として表明する業務である。そしてこれら
のうち、CSR報告書の保証業務は、前者（「主題
情報に対する保証業務」）に該当する（16）（17）。
　なおここで、素朴な疑問として、「そもそもな
ぜ保証業務が求められるのか」という点を考え
てみよう。すなわち、企業等の情報発信者は何
故、高い報酬を払ってまで、自己の情報に第３
者の保証を得ようとするのだろうか。
　この点に関連して、例えば、山浦［2000］に
よれば、エイジェンシー・セオリーの援用によ
り、以下のように説明できるという。
　「保証対象情報が経済的意思決定者の意思決定
プロセスに不可欠の役割を担うとすれば、その
情報が信頼性を付与されれば意思決定者は情報
リスクを下げることができる。そして、その信
頼性の担保手段が保証業務であり、逆に保証を
受けていない情報の提供者に対しては意思決定
者は応分のコスト負担を要求すると同時に、保
証を受けた情報の提供者を経済的意思決定の選
好対象としがちとなる。一方の情報提供者も、保
証を受けることで資本コスト等の見返りコスト
を下げることができるために、保証を受けない
ことから負担を余儀なくされる増分コストより
も保証業務コストが低いことを条件に、保証業
務を自ずと受容する。」（山浦［2000］pp. 14－15。
但し、下線は田口。）
　ここで、保証を受けることで下げることの出
来る「資本コスト等の見返りコスト」とは、例
えば、CSR報告に係る保証業務の文脈で考える
ならば、SRI投資における格付けや要求リターン
（ないしそれらに係るリスクプレミアム等）を想
定すればよいだろう。すなわち、SRI投資の観点
からすれば、企業のCSR活動は、ダイレクトに
そこでの格付けや投資に対する要求リターンに
反映されることとなる。具体的に言えば、CSRへ
の取組みや、CSR報告の信頼性が、社会を満足
させるような水準に満たないようであれば、当
該企業のSRIにおける格付けが低下し、その分
がリスク上昇およびリスクプレミアムの追加発
生というかたちで反映され、よって必然的に、投
資に対する要求リターンも、その分だけ大きく
なってしまう（つまり、財務諸表監査や保証業
務全般において資本コストが上昇してしまうの
と同じ現象が、この CSR 報告でも生じてしま
う）。つまり逆に言えば、公認会計士による保証
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業務は、このようなコストを下げる効果を有す
ると考えることが出来るだろう。
４－２　CSR報告書に係る公認会計士の保証業務
　次に、上述の公認会計士の保証業務について、
具体的にCSR報告との関係で考えてみよう。こ
の点については、2005年７月に日本公認会計士
協会［2005b］が公表されているので、この概要
について、以下、ポイントを纏めてみよう（18）。
４－２－１　業務実施者の要件（日本公認会計士協
会［2005b］pp. 37－ 38）
　CSR情報の保証業務を行う者に求められる重
要な要件としては、一般的な倫理観や独立性の
ほかに、CSRに関する専門性が挙げられる。し
かしながら、CSRは経営全般にわたるものであ
り、経営全般について深い知見を有する専門家
は事実上存在しないと考えられるため、保証業
務に当たっては複数の専門家がチームを編成し
てこれにあたるのが最善であると考えられる
（p. 37 （3））。
４－２－２　CSR保証業務における主題（日本公
認会計士協会［2005b］p. 38）
　CSRの保証業務における主題は、CSRの多面
性から、極めて多くのバリエーションが考えら
れる（例えば、単一の主題として、「CSR全般に
対する取り組み状況」といったものが考えられ
るが、これをブレークダウンすれば、環境、人
権、品質などといった複数の主題設定も可能と
なる）が、設定された主題は、保証業務の対象
となりうるような特性（識別可能であること、
一定の規準に基づき首尾一貫した評価が出来る
こと、主題情報に関する十分かつ適切な証拠を
入手できること）を備えていることが必要であ
る。
４－２－３　保証の判断における「一定の規準」
（日本公認会計士協会［2005b］pp. 38－ 39）
　判断指標としての「一定の規準」としては、
例えば、遵法性を保証するならば、法律自体が
一定の規準となるし、またマネジメントを保証
するならば、各種 ISO規格が一定の規準となり
得る。
４－２－４　具体的な保証内容（日本公認会計士協
会［2005b］p. 39）
　保証内容を構成する要素としては、以下の３
つが考えられ、これら３つの組み合わせが保証
内容となる。すなわち、①CSR項目（人権配慮、
環境配慮等）、②対象とする事象（マネジメント、
プロセス、パフォーマンス等）、③対象とする特
性（有効性、信頼性、遵法性等）。
４－３　考えうる問題点
　次に、このような「CSR報告書」の公認会計
士による保証業務（以下、単に「CSR保証業務」
と呼ぶ）について、考えられる問題点を検討し
てみよう。それは以下のように 2つが考えられ
る。
４－３－１　保証水準のあいまいさと公認会計士
の責任問題
　日本公認会計士協会［2005b］でも指摘されて
いるとおり、実際の公認会計士によるCSR報告
書に対する「保証報告書」を分析すると、その
保証水準が極めてあいまいであるという点が、
大きな問題点として指摘出来る（例えば、日本
公認会計士協会［2005b］が調査した国内外の「保
証報告書」32社のうち、保証水準が不明確又は
不明なものは 19件もあったという。P. 46）
　そして保証水準があいまいであるということ
は、公認会計士は、CSR保証業務について、何
らかの責任を問われた場合、それに対処するこ
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とが出来ない恐れがあるということを意味する。
例えば、山浦［2000］によれば、（CSR保証業務
のみならず、保証業務全般に関してではあるが）
特に「保証報告書」の文言が、公認会計士の責
任に大きな影響を与える可能性が指摘されてい
る（pp. 17－23）。この点を鑑みれば、自主規制等
により、「保証報告書」の文言について一定の指
針を確立しておく必要があるだろう。
４－３－２　保証業務の品質（保証水準）
－モデル分析による問題点検討－
　また、もし仮にCSR保証業務について、実際
に制度的に対応ないし運用していくとなると、
重要となるのは、保証業務の品質の問題、つま
り、同一の公認会計士が、財務諸表監査業務（こ
れは、保証水準で言えば、「高レベルの保証」と
いえる）と並行してCSR保証業務（これは、保
証水準で言えば、「中レベルの保証」といえる）
をも提供している場合、両者の保証水準の違い
が、他方の業務の品質に影響を及ぼさないかと
いう問題である（19）。例えば、①「『高レベルの
保証』への統一化という誤解」として、両業務
を同じ公認会計士が行うとすれば、利用者から
すればまったく同レベルのものと誤解される可
能性があるし（つまり、財務諸表監査（「高レベ
ルの保証」）の存在により、CSR保証業務（「中
レベルの保証」）の品質を必要以上に引き上げ
（「高レベルの保証」とせ）ざるをえないことと
ならないか）、また逆に、②「『中レベルの保証』
への統一化という誤解」として、両業務の同時
並行により報酬も同等とすべきとして、財務諸
表監査の報酬割引がなされてしまわないか（つ
まり、CSR保証業務（「中レベルの保証」）の存
在により、財務諸表監査報酬の不当値引きがな
され（本当は「高レベルの保証」である財務諸
表監査につき「中レベルの保証」であるとの誤
解がなされる）、また、そのことにより財務諸表
監査の保証水準を引き下げざるを得ない（報酬
に見合うよう実際に「中レベルの保証」へと引
き下げざるを得ない）結果とならないか）、とい
うことは、制度設計上重要な問題となろう。
　そしてこの点について（CSR保証業務に限定
した議論ではなく、保証業務全般に係るもので
あるが）先行研究（King and Schwartz [1998]、お
よび、加藤［2000］［2005］）に依拠しながら考
えてみよう。
　まず、King and Schwartz [1998]は、この問題を
ゲーム理論的に分析している。そこでは、①「『高
レベルの保証』への統一化という誤解」の問題
が指摘されている。つまり、両業務を同じ公認
会計士が提供する場合、利用者は、（本来は「中
レベルの保証」たる）保証業務に財務諸表監査
（「高レベルの保証」）と同等かそれ以上の品質を
求めるようになってしまうという結果が示され
ている。勿論、このような現象は、公認会計士
の評判を落とすことにはならないし、またその
水準に見合う報酬支払がなされるためダンピン
グ等の恐れはないが、「中レベルの保証」への需
要はなくなるということは示唆深い。つまり、こ
の分析結果からすると、CSR保証業務の難しさ、
つまり、そもそもCSR保証について（主題自体
の特性的にも、公認会計士の能力的にも）財務
諸表監査と同レベルの「高レベルの保証」がな
しうるのかという点を鑑みれば、CSR保証業務
に係る新たな「期待ギャップ」が生じてしまう
恐れすらあると捉える必要がある。そしてこの
ことを考えると、例えば、CSR保証を行う監査
法人ないし公認会計士は、同時に財務諸表監査
業務を行わない（１つのクライアントに対して
同一の公認会計士が両業務を提供しない、とい
うことではなく、１人の公認会計士（ないし１
つの監査法人）が両業務を並行して行わない、と
いうこと。つまり、財務諸表監査に携わる者は
CSR保証業務を行わない、他方、CSR保証業務
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を行う者は、財務諸表監査に携わらない）、とい
う制度設計上の工夫が必要となるだろう。
　また、加藤［2000］［2005］は、産業組織論に
おける独占企業の数量差別化モデルを品質差別
化モデルに置き換えてこの問題に援用し、②
「『中レベルの保証』への統一化という誤解」に
ついて検討している。そこでの数理的モデルを、
記述的に纏めると以下のようになる。
　すなわち、両業務を同じ監査法人ないし公認
会計士が提供する場合、まず（1）利用者は、（本
来は「高レベルの保証」たる）財務諸表監査業
務を「中レベルの保証」たる保証業務と同レベ
ルであると混同し（20）、前者の報酬の割引を行お
うとする。そして（2）もし、これをそのまま受
け入れてしまうと、公認会計士サイドとしては、
報酬割引に見合うレベルまで財務諸表監査の保
証水準を引き下げざるを得ない（報酬に見合う
よう実際に「中レベルの保証」へと引き下げざ
るを得ない）こととなってしまい、本来、「高レ
ベルの保証」を望む利用者は、そのサービス
（「高レベルの保証」）を受けることが出来なく
なってしまう。
　そこで、（3）このような問題に対処するため
A A A A A A A
に、公認会計士側は、契約の不完備性を是正す
るべく（契約の経済学や契約理論で言うところ
の）スクリーニング（screening）を行うこととな
る。ここで、契約の不完備性の状況下における
スクリーニングとは、例えば清水・堀内［2003］
によれば、情報を持たない主体が積極的な行動を
とることによって、情報を持つ主体からその情報
を引き出そうとするメカニズムをいう（p. 204）。
具体的には、情報を持たない主体（公認会計士
側）が、異なる条件を持つ複数の契約を提示し
て、情報を持つ主体（利用者側）に契約を自由
に選ばせることによって、隠された情報を引き
A A A A A A A A A A A A A A A
出す（つまりどちらのサービスを欲しているの
A A A A A A
かという情報を引き出す）プロセスを指す。こ
こでのポイントは、異なる条件を持つ複数の契
約を提示する際に、複数の契約間に極端な（つ
まり、利用者が自らの情報を隠せない（もしく
はわざと知らないように見せかけたり、また、
わざと混同しているように見せかけたり、と
いったことをさせない）ような）差別化を図っ
ておくということである。この場合であれば、公
認会計士は、提供するサービスのうちヨリ水準
の劣る方（ここでは、保証業務（「中レベルの保
A A A
証」））の品質を社会的に最適な水準よりあえて
（しかも極端に）下落させることで、利用者の要
求水準に関する情報を利用者自身から引き出し
（そしてそのことにより契約の不完備性を解消さ
せ）、もって「高レベルの保証」を求める利用者
に、価格の割引をさせないようにサービス提供
を行うこととなるのである。
　これは要するに、②の問題においては、財務
諸表監査報酬の割引が行われないように、公認
会計士は、CSR保証業務の保証水準を意図的に
「中レベル」以下に落とすインセンティブを有す
るということとなる。つまり、このままでは、社
会的に最適なCSR保証業務が提供されないとい
う恐れがある。このことを解消するためには、ひ
とつには、やはり先と同様、両業務を同一の公
認会計士ないし監査法人が提供しないような制
度設計が求められるだろうし、また、もし、両
業務を行うとしても、契約の不完備性を解消す
るような（つまり、そもそも公認会計士ないし
監査法人がスクリーニングをしなくても済むよ
うな）制度設計が求められよう。
５　コンサルティング業務としてのCSR
関与の可能性
　本節では、公認会計士のCSRへの役割の第２
の方向性として、企業のCSRへの取り組みや戦
略に関して直接的・積極的に助言を行っていく
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という、コンサルティング業務としての関与に
ついて検討する。ここでは特に、コンサルティ
ング業務遂行上の問題点として、監査人の独立
性の問題に焦点を絞る。すなわち、このような
公認会計士によるコンサルティング業務につい
ては、エンロン事件等などにもみられるように、
財務諸表監査における監査人の独立性との関係
がひとつ大きな問題となる可能性がある。そこ
で、この点について以下、先行研究などを交え
ながら検討していこう。
　コンサルティング業務遂行上に係る大きな論
点としては、監査人の独立性の問題がある。す
なわち、監査業務とコンサルティング業務を公
認会計士が同時に提供する場合、このような同
時提供が監査業務における監査人の独立性に反
するか否かが問題となる。
　この点についての実証研究としては（CSRそ
のもののコンサルティングに限定した議論では
なく、コンサルティング業務一般に関してであ
るが）、例えば、Frankel et al. [2002]、および
Ashbaugh et al. [2003] 等がある。まず、Frankel et
al. [2002] によれば、コンサルティング業務の供
与が多い監査人は、被監査会社に対して、経営
者の利益操作を認める傾向があるとの統計的結
果が導かれている。しかしながら、それに対し
て、Ashbaugh et al. [2003] によれば、同一の監査
法人が両業務を行うことによって資本市場の信
頼性が低下するとはいえないし、また、会計不
正を見逃す可能性が高くなるとは必ずしもいえ
ないとの統計的結果が示されている。このよう
に、実証研究においては、いくつかの研究で相
反する結果が導かれている。よって実証研究の
立場からは、コンサルティング業務と監査業務
の関係については、何とも解し得ない。
　またこの点についての実験研究としては、例
えばDopuch and King [1991] がある。ここでは、
両業務を同時に提供できる市場と出来ない市場
とを擬似的に創出したうえで、実験による検証
が行われている。そして、両業務を同時に提供
している監査人の方が、どちらか一方だけを提
供している監査人に比べて、監査を怠ることが
多かったとの統計的結果が示されている。
　また、この点について、産業組織論およびゲー
ム理論の援用により検討している研究として加
藤［2005］（第 11章）がある。加藤［2005］は、
いくつかのセッティング（①監査市場とコンサ
ルティング市場との両方で、監査法人同士の寡
占競争が行われているケース、②監査市場は監
査法人により独占されているが、他方、コンサ
ルティング市場は監査法人とコンサルティング
会社により寡占競争が行われているケース等）
のもと、数理モデルによる分析を行っているが、
特に②のセッティングにおいて、監査業務とコ
ンサルティング業務の同時提供は、監査人の独
立性に負の影響を及ぼすとの分析結果が示され
ている。
　以上のように先行研究、特に実験研究、およ
びモデル分析の結果を踏まえると、両者の同時
提供については、負の影響が生じる可能性は否
めないように思われる。勿論、一般的に言われ
ているようにコンサルティング業務を行うこと
で、企業のビジネスによりよい理解が生まれ、
もって監査業務に必要な監査資源の節約がなさ
れるという側面はあるものの、上述の先行研究
を踏まえれば、企業のCSRへの取り組みとして
コンサルティング業務を行うに当たっては、監
査業務との同時提供を禁止するなど、監査業務
の独立性に反しないような制度設計が求められ
る。
６　監査業務としてのCSR関与の可能性
　本節では、公認会計士のCSRへの役割の第３
A A A A A A A A A
の方向性として、よりプリミティブに監査業務
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というかたちでの関与の可能性について検討す
る。すなわち、監査業務により、企業のガバナ
ンス力を強化し、もって企業のCSRないし企業
価値を向上させる、というかたちでの関与も考
えられるかもしれない。これは、監査本来の機
能により、企業のCSRへの取り組みや企業価値
向上を支援していこうという考えである。まず
６－１では、全体的視点として、企業のガバナ
ンス構造と会計ディスクロージャー制度ないし
財務諸表監査制度との関係、およびそれらと
CSRとの関係について述べ、そして６－２で、監
査業務に焦点を絞って、それとCSRないし企業
価値向上との関係について述べる。
６－１ 企業のガバナンス構造と会計ディスク
ロージャーシステムの役立ち
　CSRを考えるに当たっては、企業のガバナン
スを考えることが重要となる。すなわち、企業
のガバナンスが有効に機能しているか否かとい
うことは、投資家サイドのSRIスクリーニング
を通して、CSRひいては企業価値向上にも大き
く関わってくる。つまり、企業のガバナンスを
有効に機能させることが、CSRひいては企業価
値の向上に繋がるということが出来る。
　そして、青木・奥野［1996］によれば、従来
の日本企業は、従業員と株主の両方の側面から
A A A A A A A A A
の双対的コントロールとしてのガバナンスが成
立していたという。すなわち、株主もしくは従
業員のどちらか一方だけが力を持つのではなく、
両者の力関係が均衡していたことにより、日本
企業では最適なガバナンスが効いていたという
ことになる。
　しかしながら、昨今の終身雇用制・年功序列
制の崩壊、ないし、株主重視の経営スタイルへ
の移行などを背景として、このような双対的コ
ントロール（つまり、従業員と株主の力の均衡）
としてのガバナンス機構にゆらぎが生じている
のが、現在の日本企業の現状ではないかと思わ
れる。そしてそのことが、昨今の企業不祥事の
増大や、コンプライアンス問題などに繋がって
いるようにも思われ、更にそのことが、現在の
企業においてCSRの考え方が求められているこ
との一因といえるのかもしれない。
　このように現在の日本企業においては、ガバ
ナンス面で大きなゆらぎを起こしているように
思われるが、これを解消するためには、①この
力関係を再び均衡点に戻すか、もしくは、（それ
が不可能なら）②株主と従業員に代わる第3番目
のプレイヤーの登場による新たなガバナンス体
制の模索が必要となる。しかしながら、そのよ
うな誰か特定の、かつ最適なステークホルダー
の登場が望めないとすると、③最も現実的なシ
A A A A
ナリオとしては、（人ではなく）システムとして、
ガバナンスが上手く効くような頑強な仕組みを
予めセッティングしておくということが重要と
なろう。
　そのようなガバナンス・システムのひとつと
して、近年注目を浴びているのが、（監査をも含
めた広い意味での）会計ディスクロージャーシ
ステムである（石井［2005］等）。すなわち、透
明性の高い情報開示により企業のガバナンスを
正常化させる仕組みとして企業会計ディスク
ロージャーシステムが、またそういったディス
クロージャーの信頼性を担保することで、シス
テムをより頑強にするものとして公認会計士監
査制度が、それぞれ大きく注目を浴びており、両
者の充実こそがコーポレート・ガバナンスの充
実に繋がり（内藤［2003］第13章等）、そしてそ
のことがCSRの向上ひいては企業価値を高める
ことにも繋がると考えられる。
６－２ 企業価値向上への公認会計士監査の役
立ち
　次に、特に公認会計士監査に焦点を絞り、公
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認会計士監査が企業のCSRひいては企業価値向
上に繋がるのか否か検討することにする。そし
て、このことを考えるためには、そもそも財務
諸表監査は、本当に会計情報の信頼性を高めて
いるのか、という点が問題となる。そしてもし
仮に、財務諸表監査が会計情報の信頼性を高め
ているのであれば、その分だけ企業のガバナン
ス力は強化されることとなり、そのことにより
企業のCSRないし企業価値は高まっていくと考
えることが出来るだろう。よって、ここでは、一
般的に言われているように、財務諸表監査が、会
計情報の信頼性を本当に高めているのか否か、
つまり、端的に言えば財務諸表監査（ないし監
査報告書）に付加価値はあるのかどうかという
問題を考えてみよう。
　この点については、例えば、内藤［2004］の
「会計情報の信頼度の概念モデル」が参考にな
る。そこで以下、内藤［2004］のロジックを追
いかけることでこの問題を検証してみよう（pp.
234－238）。それを図に纏めると＜図表１＞のよ
うになる。
　まず、「監査によって付与される会計情報の信
頼度」は、「会計基準によって規定される真実性
の相対度」と「監査基準によって規定される適
正意見の相対度」との積によって表現されるも
のとする（＜図表１＞の１。これを「第１式」と
する）。また、「ディスクロージャー制度におけ
る会計情報の信頼度」は、「会計情報が固有に有
する信頼度」と「監査によって付与される会計
情報の信頼度」との和によって表現されるとす
る（＜図表１＞の２。これを「第２式」とする）。
　ここで、第２式の右辺第２項「監査によって
付与される会計情報の信頼度」に、第１式を代
入すると、第２式は、次のように展開できる。
（第２式）＝［会計情報が固有に有する信頼度（Ａ）］
＋｛［会計基準によって規定される真実性の相対
度（Ｂ）］×［監査基準によって規定される適正
意見の相対度（Ｃ）］｝…（第３式）
　いま、（Ａ）＝（Ｂ）（23）の状態を考えるとする
と、（第３式）は以下のようになる。
（第３式）＝Ａ｛１＋（Ｃ）｝…（第４式）
　そして（第４式）は以下のことを表現してい
る。すなわち、「ディスクロージャー制度におけ
る会計情報の信頼度は、会計情報が固有に有す
図表1　会計情報の信頼度の概念モデル（内藤［2004］pp. 234－ 238）
１・監査によって付与される会計情報の信頼度
［監査によって付与される会計情報の信頼度］＝［会計基準によって規定される真実性の相対度］（21）×［監査
基準によって規定される適正意見の相対度］（22） …（第１式）
２・ディスクロージャー制度における会計情報の信頼度
［ディスクロージャー制度における会計情報の信頼度］
＝［会計情報が固有に有する信頼度］＋［監査によって付与される会計情報の信頼度］…（第２式）
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る信頼度と監査による信頼度の増分との和とし
て表わされる。このことは、会計情報の信頼度は、
会計監査が実施されることによって高められうる
ということを意味している。」（内藤［2004］p. 238。
但し、下線は田口）
　そしてこのように、財務諸表監査の存在が、会
計情報の信頼度を高めている（監査済財務諸表
と監査前財務諸表では、その情報の信頼性が異
なる）のであれば、財務諸表監査には情報の信
頼性向上という意味で付加価値があるというこ
とがいえる。そしてそうであれば、財務諸表監
査は、（企業ガバナンスに資する）会計情報の信
頼性向上という意味で、企業のガバナンス力を
強化ないし向上させているということが出来る。
そしてそうであれば、財務諸表監査は、（企業の
ガバナンス力向上という意味で）CSRないし企
業価値向上に貢献していると考えることが出来
るだろう。
７　本稿から得られるインプリケーショ
ンと今後の課題
　本稿から得られるインプリケーションは以下
の３つである。
１． CSR への公認会計士の関与の方法として
は、①保証業務、②コンサルティング業務、
および③財務諸表監査業務、の３つが挙げ
られる。
２． 但し、①②については、制度設計上いくつ
かの工夫が必要となる（例えば①では、保
証報告書の文言について何らかのかたちで
公認会計士業界全体としてのフォーマット
を定めておくことや、同一の監査法人ない
し公認会計士が保証業務と監査業務との同
時提供を出来ないような仕組みにしておく
こと等）。
３． その意味では、CSRへの公認会計士の関与
の方法としては、よりプリミティブに③監
査業務の遂行ないしその精緻化が、最もシ
ンプルでありながらも一番効果を発揮する
取り組みといえるのかもしれない。
　また今後の課題は以下のとおりである。
１． CSR固有の論点の探求（本稿では、保証業
務、コンサルティング業務について、CSR
特有と言うよりはむしろ一般的な議論の中
での可能性や問題指摘に終始してしまっ
た。しかしながら、それぞれについて、CSR
特有の論点というものも存在する可能性が
ある。そこで、そのようなCSR保証および
CSRコンサルティングの固有性についての
更なる検討が必要となる）
２． 特に保証業務およびコンサルティング業務
に係る実証分析、実験分析、モデル分析の
更なる進展
３． 財務諸表監査とコーポレート・ガバナンス
およびCSR との関係に係る更なる分析の
進展
※なお本研究は、「2005年度全国銀行学術研究振
興財団　研究助成金」の援助を受けている。
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（5） CSRとコーポレート・レピュテーションの関係に
ついては、櫻井［2005］等を参照。
（6） なお、この他、現在、CSRが叫ばれるようになって
きた背景として、例えば、日本公認会計士協会
［2005b］は、グローバリゼーション、人類・社会の
価値観の変化、情報化の進展等を挙げている。
（7） ただ、経済産業省［2004］は、その中でも特に重要
な点として、①社会的責任といえども、各ステーク
ホルダーごとに、その責任の態様が異なる点に留
意する必要がある、②企業外部とのコミュニケー
ションだけでなく、企業内部でのコミュニケー
ションも活性化する必要がある、③経営者による
明確な行動方針の確立が必要である、といった点
を挙げている。
（8） BSCそのものの概要については、例えば、伊藤・小
林［2001］等を参照。
（9） BSCの他、CSRと管理会計の関係については、例
えば伊藤［2004］等を参照。
（10）環境報告書とCSR報告書との関係については、例
えば、河野［2004］、魚住・福島［2004］等を参照。
（11）日本公認会計士協会［2005b］によれば、これは具
体的には、以下の３つのタイプがあるという。①ト
リプルボトムラインタイプ（「経済・環境・社会」の
３つの側面をそれぞれ区分して表示するもの）、②
ステークホルダータイプ（各ステークホルダーへ
の責任を明確化したうえで、各責任別に報告を
行っていくもの）、③ガバナンス重視タイプ（コン
プライアンスやガバナンスの取り組みに重点を置
いた報告を行うもの）。
（12）このようなレポーティングにおけるCSRの定量化
ないし数量化の問題については、倍［2005］ないし
向山［2004］等を参照。また、具体的事例として、
英国における実務上の問題点については古庄
［2004］等を参照。
（13）またこの他、企業の戦略的取り組みとしては、内部
統制の強化や内部監査の強化ということも考えら
れるかもしれない。これらに係る参考文献として
は、まず一方、CSRと内部統制との関係について
は、例えば KPMG ビジネスアシュアランス編
［2004］等を、また他方、CSRと内部監査との関係
については、例えば吉田［2004］等を、それぞれ参
照。
（14）この他、山浦［2000］によれば、保証業務とは、「経
済活動や事象についての言明、あるいは活動、事象
それ自体に関して、その対象事項と設けられた判
断規準との間の合致の程度を確かめるために、証
拠を客観的に入手し、かつ評価し、その結果を利害
を持つ利用者に対して伝達する組織的な行為過程」
をいう（pp. 13－ 14）。
（15）定義からすると、通常の財務諸表監査も保証業務
の範囲に含まれることとなるが、本稿では、保証業
務といった場合、通常の財務諸表監査業務以外の
ものを対象として、以下議論を行う。
（16）なお、保証業務の広がりとして、例えば Elliot t
［1997］は、具体的には以下のような項目について
の保証業務が考えられると述べている。①医療・健
康サービスに関する保証サービス業務（高齢者の
ための出張医療（care delivery）の目標が満たされ
ているかどうかに関する保証を関連当事者に提供
すること、ケア享受者およびその代理人の意思決
定のために、健康ケア提供者の業績を評価するこ
と）、②情報システムに対する保証サービス業務
（電子商取引機能の情報上の特性が承認された規準
に従っているかどうかを評価すること、システム
が信頼できる情報を提供するように設計され運営
されているか否かについて保証すること）、③リス
ク情報・業績測度情報に関する保証業務（リスク情
報の質を、重要な反対事象の蓋然性に対する独立
した評価を通じて改善することおよび当該事象の
ありうる大きさを数量化すること、組織体の業績
測度の目的適合性と信頼性の評価等）。また、内藤
［2003］によれば、上記３つは、「③⇒②⇒①」の順
に発展するという（p. 16）。
（17）なお、保証業務における「公認会計士の心証水準」
と「情報の信頼性についての保証水準」との関係に
ついては、内藤［2004］p. 241の図表を参照。
（18）日本公認会計士協会［2005b］の内容に関しては、
例えば、住田・滝口・上妻・古室・渡邉［2005］に
おいて分かりやすく解説されている。
（19）ここでいう「高レベルの保証」と「中レベルの保
証」の違いについては、例えば、内藤［2004］pp.
240－241の図10－７および図10－８、ないし、内
藤［2005］p. 59の図１などが参考になる。
（20）契約理論的に厳密にいうと、これは本当に混同し
ているのではなく、利用者サイドとしてはわざと
A A A A A
混同しているかのように見せかけるということに
なる。つまり、「公認会計士には、自分がどちらの
サービスを求めているか分からないはずだから
A A
（契約の不完備性）、わざと混同しているフリをし
て、財務諸表監査の品質を『中レベル』と誤認して
いるように見せかけ、もって財務諸表監査の報酬
を割引させよう」と利用者が考えている（という
セッティングのもとモデル分析を行う）のが、ここ
での本質である。
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（21）但し、重要性の基準、会計基準適用の誤謬、会計的
判断の誤謬なども加味する。
（22）但し、重要性の水準、監査手続適用の誤謬、監査判
断の誤謬なども加味する。
（23）つまり、いま「会計情報が固有に有する信頼度
（Ａ）」は「会計基準によって規定される真実性の相
対度（Ｂ）」に依存し、かつ、それが Max の状態
（（Ｂ）によって規定される真実性を最大限満たし
ているという状態。つまり、この時（Ｂ）の水準に
（Ａ）が一致する）を仮定している。そしてこれは、
要するに、会計基準適用の誤謬や会計的判断の誤
謬がない状態を指す。
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